人権に関する方針と実施状況に関する貴社への10の質問
アンケートへのご協力に感謝を申し上げます。本アンケートは、企業が人権課題についてどのような取組をなされているかを調査するものです。

本調査へのご回答は、ビジネスと人権に関する公開のデータベースに掲載されます。2011年に採択された「国連・ビジネスと人権に関する指導原則（UN Guiding Principles on Business and Human Rights )」が貴社の事業にいかに反映されているのかが主要ポイントの一つになります。

貴社の人権に関する方針と取り組みの現状をお聞きすることが本アンケートの目的です。ご回答は短くて結構で、目安としては1、2パラグラフ程度です。公の資料や他のアンケート調査ですでに提供された資料を引用いただくのも結構です。

注意: 本アンケートは総合的な報告手続きと違い、詳細な報告は必要ありません。なお、質問6「報告と情報共有」は、貴社が人権課題に関して報告する際の手続きについて情報を求めております。ご参考までに、「人権・報告と確認の枠組みイニシアチブ(RAFI)」作成の「国連・報告の枠組みに関する行動指針(草案)」、およびGRIへのリンクを提供しております。

回答は2015年1月15日までにお願いいたします。ご不明な点は、takahashi@business-humanrights.orgまでご遠慮なくお問合せください。
会社名:
回答者の所属部門: 

回答に際して、助言を得た他社（部門）名(該当者のみ)：
回答者の名前　[非公開]：
回答者のEメールアドレス [非公開]:
1. 方針へのコミットメント
１．方針によるコミットメント
貴社は人権尊重に関す方針はありますか?  はい / いいえ
「はい」の場合、その形式は次のいずれでしょうか。
- 単独の「人権」として
- 企業方針(行動規範やサステナビリティ方針等)の一部として
その方針へのリンクをご記入ください。

	


 
その他、人権へ課題に関わる企業の方針(労働条件に関するサプライヤー行動規範、プライバシーと表現の自由に関する方針等)へのリンクもご記入下さい。

	


 
詳しくは、 Principle 16 of the UN Guiding Principles on Business and Human Rights: “Policy Commitment”(国連のビジネスと人権に関する指導原則の第16原則「方針によるコミットメント」)を参照してください。
2. ガバナンス
貴社では人権に関するガバナンスをどのように行っていますか。
 
注:人権のガバナンスに関連して、次の要素が含まれていますか。
 
-       人権に対する主要な責任の所在はどこか。その理由は？
-       取締役または取締役会等が人権問題を監視する仕組みになっているか。
-       人権尊重が、貴社のビジネスモデルや戦略にどう関連するか。
	


3. 管理 

貴社では人権の管理をどのように行っていますか。
この質問は範囲が広いため、ご回答はトップレベルの見解に限るか、もしくは貴社の取り組みの一例としてこれまでにあった具体例を記入しても結構です。
 
注: 人権の管理に関連して次のいずれかの要素を考慮しましたか。
 
· 実際に起こっている、あるいは起こり得る人権への影響をどう特定・評価するか。
· 人権への悪影響を防止または適切に対処するためにどのような措置を取るか。
· 人権の重要性を取引先にどう伝えるか。
· 従業員や取引先を対象に、どのような研修をしているか。
· 社内では、人権に対する取組の有効性をどう確認しているか。
	 




詳しくは、人権デュー・ディリジェンス に関するPrinciples 17-21 of the UN Guiding Principles (国連指導原則の第17-21原則)を参照してください。この原則では、デュー・ディリジェンスとして「実際に起こっている、あるいは起こり得る人権への影響の評価、 その成果のまとめと対策、影響の追跡調査、影響への対応情報の共有」が求められると述べています。 (下記の質問6は、主に情報共有に関するものです)
4.ステークホルダーの参画
人権課題に関してステークホルダー(従業員や企業活動の影響を受ける地域住民など)とのエンゲージメント（協議）として、貴社はどのような取り組みをされていますか。
	


5. 優先度の高い人権課題
貴社にとって重要度の高い人権問題にはどのようなものがありますか。

下に、企業活動に影響を受ける可能性がある課題をいくつか明示しています。

この中で、貴社が人権問題の管理上、重要だと位置づける問題を選んでください。チェックボックスにチェックをつけるか、「その他」の空欄に記入してください。

注意: チェックをしない項目は「管理していない」というわけではありません。現時点では「優先事項ではない」ということにすぎません。
· 保健(職場の衛生と安全、汚染の防止など)
· 職場の多様性、または 差別がないこと
· 強制労働および人身取引(サプライチェーンにおける問題も含む)
· セクシャルハラスメント
· 結社の自由および労働団結権
· コミュニティーの強制移住
· 住居
· 水へのアクセス
· 表現の自由やプライバシーの権利、インターネットへのアクセス
· 紛争地での業務 
· 治安維持当局との関係
· 紛争鉱物
· 政府機関への支払いの透明性や責任ある納税
· 製品の誤使用
· 女性の権利
· 子どもの権利(児童労働など)
· 先住民の権利
· 人種的マイノリティーや少数民族の権利
· 移住労働者の権利
· その他の問題 _____________ (具体的にお書き下さい)
上に挙げた問題の中の一つ以上について、貴社の取り組みを紹介ください。
	


6. 報告および情報共有
人権に関するコミットメントや人権問題の対応状況は、社内外にどのように情報共有されていますか。
 
従業員を含むステークホルダーとの情報共有には、様々な方法があると思われます。年次報告書、サステナビリティ報告書、CSR報告書等の各種報告書、また市民社会が提起する個別の人権問題に公に対応する方法などもありますが、それらのいずれをご記入いただいても結構です。

	


 
詳しくは、次をご参照ください。

- 「人権に関する報告と確認の枠組みイニシアチブ (RAFI)」作成の Draft UN Guiding Principles Reporting Framework [国連・報告の枠組みに関する行動指針(草案)] を参照してください。
- Global Reporting Initiative: human rights (GRI: 人権)
 
7. 苦情の手順と救済措置
従業員や被害地域住民・個人からの苦情を確実に受けられるように、貴社ではどのような制度を設置していますか。可能な範囲内で、実際に提供した救済例を記入してください。

	


詳しくは、Principles 22, 23 and 24 of the UN Guiding Principles (国連指導原則の第22, 23, 24原則)  、また、“Piloting principles for effective company-stakeholder grievance mechanisms: a report of lessons learned (企業とステークホルダー間の、効果的な苦情対応手順に関する指針: 教訓の報告)”の2011年の国連報告書を参照してください。この報告書は、正当性、制度の利便性、予測可能性、公平性、権利の両立性、透明性、対話と参画、継続的学習などの指針となる8つの原則を解説しています。
8. 社外および複数団体の人権イニシアチブ

貴社が参加する社外や複数団体の人権イニシアチブはありますか。また、どのような形で参加していますか。

社外や複数団体の人権イニシアチブには、FLA(公正労働協会)、GNI(グローバルネットワークイニシアチブ)、VPSHR(安全と人権に関する自主原則)等の複数のステークホルダーによるイニシアチブ、EICC(電子業界CSRアライアンス)等の業界イニシアチブ、国連グローバルコンパクト、その他国際的、国内的、地域的イニシアチブがあります。
	


9. 国連行動指針が採択された2011年6月以降の進展
貴社における人権への取り組みの中で、2011年以降に強化された主な事柄を（可能なら複数）挙げてください。また、それは、国連指導原則への対応として行われたものでしょうか。
	


10. 課題とその他有益なガイダンス

人権に関するコミットメントを実行する上で、貴社が直面した障害や課題を挙げてください  (社内的な制約や社外要因など)。

人権に関する貴社の取り組みに有益と思われるリソースの提案があれば、どうかご記入ください。

	 




ご協力ありがとうございました。
	追加情報源
UN Guiding Principles on Business and Human Rights (国連ビジネスと人権に関する行動指針)
The Corporate Responsibility to Respect Human Rights: An Interpretative Guide (企業の人権尊重責任: 解釈の指針)
Respecting Human Rights: Tools & Guidance Materials for Business (人権の尊重: 企業向けツールと手引き教材)


“Business and Human Rights Dilemmas Forum” （ビジネスと人権ジレンマに関するフォーラム）, UN Global Compact and Maplecroft (国連グローバルコンパクトとメープルクロフト)
報告書:Draft UN Guiding Principles Reporting Framework [国連・報告の枠組みの行動指針(草案)](RAFI作成)
報告書: GRI G4 Guidelines (GRI G4ガイドライン)

その他のツールやガイドラインについては、 こちら を参照してください。
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